
 

議 案 第 ２５ 号 

 

 

令 和 ３ 年 度  広 川 町 一 般 会 計 補 正 予 算 第 ２ 号 

 

 

 令和３年度広川町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８２，４０５千円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ８，８６２，９９８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年 ６月 ３日 提 出 

広 川 町 長  渡  元 喜 

 

－ 1 － 



第１表  歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

 15 国庫支出金 1,487,481 83,344 1,570,825

  2 国庫補助金 538,529 83,344 621,873

 16 県支出金 781,355 1,109 782,464

  2 県補助金 275,486 1,109 276,595

 19 繰入金 635,654 △18,948 616,706

  1 基金繰入金 635,654 △18,948 616,706

 22 町債 912,900 16,900 929,800

  1 町債 912,900 16,900 929,800

歳               入               合               計 8,780,593 82,405 8,862,998

－ 2 － 一般会計



－ 3 －

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  2 総務費 1,616,673 3,350 1,620,023

  1 総務管理費 1,408,598 3,350 1,411,948

  3 民生費 3,278,022 22,853 3,300,875

  1 社会福祉費 1,811,321 0 1,811,321

  2 児童福祉費 1,466,701 22,853 1,489,554

  4 衛生費 751,246 11,391 762,637

  1 保健衛生費 457,486 11,391 468,877

  6 商工費 154,658 38,608 193,266

  1 商工費 154,658 38,608 193,266

  7 土木費 766,685 0 766,685

  2 道路橋梁費 454,537 0 454,537

  9 教育費 615,582 6,203 621,785

  1 教育総務費 261,444 0 261,444

  2 小学校費 153,927 6,203 160,130

  5 社会教育費 127,567 0 127,567

歳               出               合               計 8,780,593 82,405 8,862,998

一般会計



（変更） （単位：千円）

一般会計

第 ２ 表    継　続　費　補　正

款 項 事業名

補正前 補正後

総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

２.総務費 １.一般管理費
新庁舎等建設工事費

（庁舎及び附属棟工事、外構
工事分）

2,405,479

令和２年度 895,600

2,410,979

令和２年度 895,600

令和３年度 448,000 令和３年度 451,300

令和４年度 1,061,879 令和４年度 1,064,079

－　4　－



（追加） （単位　千円）

（変更） （単位　千円）

一般会計
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第 ３ 表　地　方　債　補　正

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

償還の方法

12.舗装長寿命化修繕事業 4,300

1.借入先
　政府資金
  機構資金
　銀行等引受　資金
　その他の資金
2.借入方法
　　証書借入

4.0％以内
（ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び機構資金につ
いて、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利
率。）

　政府資金・機構資金については、その貸付
条件により、銀行・その他の資金について
は、その債権者との協定によるものとする。
　ただし、町財政の都合により、据置期間及
び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は
低利に借換えすることができる。

起債の目的
補正前 補正後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率

（補正前と同じ） （補正前と同じ） （補正前と同じ）

8.防災拠点等施設建設事
業

125,900 136,400

2.庁舎建設事業 263,400 1.借入先
　政府資金
  機構資金
　銀行等引受
　　　　　資金
　その他の資金

2.借入方法
　　証書借入

4.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率。）

　政府資金・機構
資金については、
その貸付条件によ
り、銀行・その他
の資金について
は、その債権者と
の協定によるもの
とする。
　ただし、町財政
の都合により、据
置期間及び償還期
限を短縮し、若し
くは繰上償還又は
低利に借換えする
ことができる。

265,500

合　　　計 912,900 929,800



歳入歳出補正予算事項別明細書

１  総　括
歳　入 (単位：千円)

款 補正前の額 補正額 計

 15 国庫支出金 1,487,481 83,344 1,570,825

 16 県支出金 781,355 1,109 782,464

 19 繰入金 635,654 △18,948 616,706

 22 町債 912,900 16,900 929,800

      歳          入          合          計 8,780,593 82,405 8,862,998

－ 6 － 一般会計



－ 7 －

歳　出 (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  2 総務費 1,616,673 3,350 1,620,023 2,069 12,600 0 △11,319

  3 民生費 3,278,022 22,853 3,300,875 23,039 0 0 △186

  4 衛生費 751,246 11,391 762,637 11,391 0 0 0

  6 商工費 154,658 38,608 193,266 34,236 0 0 4,372

  7 土木費 766,685 0 766,685 0 4,300 0 △4,300

  9 教育費 615,582 6,203 621,785 13,718 0 0 △7,515

 歳     出     合     計 8,780,593 82,405 8,862,998 84,453 16,900 0 △18,948

一般会計

一 般 財 源



２　　歳　入

(款)  15 国庫支出金 (項)   2 国庫補助金 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1 民生費国庫補助金 179,757 22,719 202,476   4 児童福祉費国庫補 22,719 子ども・子育て支援交付金                              65

助金 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金              22,654

  2 衛生費国庫補助金 58,902 11,391 70,293   1 保健衛生費国庫補 11,391 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業国庫補助金    

助金

  5 総務費国庫補助金 97,404 49,234 146,638   1 総務費国庫補助金 49,234 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金          

　　 　　計 538,529 83,344 621,873

(款)  16 県支出金 (項)   2 県補助金

  1 総務費県補助金 2,550 255 2,805   2 総務費県補助金 255 福岡県緊急短期雇用創出事業交付金                        

  2 民生費県補助金 98,057 65 98,122   5 児童福祉費県補助 65 利用者支援事業（母子保健型）費補助金                    

金

  6 教育費県補助金 21,961 789 22,750   2 教育費県補助金 789 学習指導員等配置事業補助金                              

　　 　　計 275,486 1,109 276,595

(款)  19 繰入金 (項)   1 基金繰入金

  1 財政調整基金繰入金 501,105 △18,948 482,157   1 財政調整基金繰入 △18,948 財政調整基金繰入金                                      

金

　　 　　計 635,654 △18,948 616,706

(款)  22 町債 (項)   1 町債

  1 総務債 639,400 2,100 641,500   7 市町村役場機能緊 2,100 庁舎建設事業（市町村役場機能緊急保全事業）              

急保全事業

  4 土木債 122,500 4,300 126,800   1 道路新設改良債 4,300 舗装長寿命化修繕事業                                    

  6 消防債 131,900 10,500 142,400   1 消防施設債 10,500 防災拠点等施設建設事業（緊急防災・減災事業債）          

一般会計

－ 8 －

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



－ 9 －

(款)  22 町債 (項)   1 町債 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

　　 　　計 912,900 16,900 929,800

一般会計

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



３　　歳　出

(款)   2 総務費 (項)   1 総務管理費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  5 財産管理費 634,300 3,350 637,650 2,069 12,600 △11,319  10 需用費 50 ◎　庁舎建設事業費                         3,350

 14 工事請負費 3,300  10 需用費                                    50

　　・消耗品費                                50

 14 工事請負費                             3,300

　　・庁舎建設事業工事費                   3,300

　　計 1,408,598 3,350 1,411,948 2,069 12,600 △11,319

(款)   3 民生費 (項)   1 社会福祉費

  1 社会福祉総務 782,544 0 782,544 255 △255 0 財源組替

費

　　計 1,811,321 0 1,811,321 255 △255

(款)   3 民生費 (項)   2 児童福祉費

  1 児童福祉総務 319,736 196 319,932 130 66  12 委託料 196 ◎　子育て世代包括支援センター事業           196

費  12 委託料                                   196

　　・システム改修委託料                     196

  2 児童措置費 1,045,843 22,657 1,068,500 22,654 3   1 報酬 1,322 ◎　低所得の子育て世帯生活支援特別給付金  22,657

  3 職員手当等 972   1 報酬                                   1,322

  4 共済費 282 　　・補助的会計年度任用職員報酬           1,322

  8 旅費 58   3 職員手当等                               972

 10 需用費 309 　　・時間外勤務手当                         864

 11 役務費 141 　　・会計年度任用職員期末手当               108

  4 共済費                                   282

一般会計

－ 10 －

節

一般財源



－ 11 －

(款)   3 民生費 (項)   2 児童福祉費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  2  12 委託料 773 　　・会計年度任用職員社会保険料             270

 18 負担金、補助 18,800 　　・会計年度任用職員雇用保険料              12

及び交付金   8 旅費                                      58

　　・費用弁償                                58

 10 需用費                                   309

　　・消耗品費                               279

　　・印刷製本費                              30

 11 役務費                                   141

　　・通信運搬費                              99

　　・手数料                                  42

 12 委託料                                   773

　　・システム改修委託料                     773

 18 負担金、補助及び交付金                18,800

　　・低所得の子育て世帯生活支援特別給付金

                                          18,800

　　計 1,466,701 22,853 1,489,554 22,784 69

(款)   4 衛生費 (項)   1 保健衛生費

  1 保健衛生総務 297,572 11,391 308,963 11,391   3 職員手当等 2,400 ◎　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

費  11 役務費 973                                           11,391

 12 委託料 7,724   3 職員手当等                             2,400

　　・時間外勤務手当                       2,400

 11 役務費                                   973

一般会計

節

一般財源



(款)   4 衛生費 (項)   1 保健衛生費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1  13 使用料及び賃 △300 　　・通信運搬費                           △366

借料 　　・手数料                               1,339

 17 備品購入費 594  12 委託料                                 7,724

　　・ワクチン管理分配業務委託料           2,746

　　・ワクチン移送人材派遣委託料         △1,259

　　・ワクチン予約受付コールセンター人材派遣委託

　　料                                     6,787

　　・LINE予約受付機能導入委託料           △550

 13 使用料及び賃借料                       △300

　　・LINE予約受付機能使用料               △300

 17 備品購入費                               594

　　・備品購入費                             594

　　計 457,486 11,391 468,877 11,391

(款)   6 商工費 (項)   1 商工費

  2 商工振興費 107,468 38,608 146,076 34,236 4,372  10 需用費 30 ◎　中小企業等支援金給付事業              38,608

 11 役務費 78  10 需用費                                    30

 18 負担金、補助 38,500 　　・消耗品費                                30

及び交付金  11 役務費                                    78

　　・通信運搬費                              34

　　・手数料                                  44

 18 負担金、補助及び交付金                38,500

　　・広川町中小企業等支援金              38,500

一般会計

－ 12 －

節

一般財源



－ 13 －

(款)   6 商工費 (項)   1 商工費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

　　計 154,658 38,608 193,266 34,236 4,372

(款)   7 土木費 (項)   2 道路橋梁費

  2 道路維持費 54,477 0 54,477 4,300 △4,300 0 財源組替

　　計 454,537 0 454,537 4,300 △4,300

(款)   9 教育費 (項)   1 教育総務費

  3 義務教育振興 80,648 0 80,648 13,549 △13,549 0 財源組替

費

　　計 261,444 0 261,444 13,549 △13,549

(款)   9 教育費 (項)   2 小学校費

  1 学校管理費 124,419 6,203 130,622 6,203  14 工事請負費 6,203 ◎　小学校施設管理費                       6,203

 14 工事請負費                             6,203

　　・上広川小学校工事                     5,473

　　・中広川小学校工事                       730

　　計 153,927 6,203 160,130 6,203

(款)   9 教育費 (項)   5 社会教育費

  1 社会教育総務 31,907 0 31,907 169 △169 0 財源組替

費

　　計 127,567 0 127,567 169 △169

一般会計

節

一般財源



１特別職 （単位：千円）

報酬 給料 期末手当 退職手当負担金 計
長等 3 0 24,056 6,939 7,362 38,357 5,103
議員 13 39,984 0 11,304 0 51,288 13,299
その他の特別職 277 29,986 0 0 0 29,986 0
計 293 69,970 24,056 18,243 7,362 119,631 18,402
長等 3 0 24,056 6,939 7,362 38,357 5,103
議員 13 39,984 0 11,304 0 51,288 13,299
その他の特別職 277 29,986 0 0 0 29,986 0

計 293 69,970 24,056 18,243 7,362 119,631 18,402
長等 0 0 0 0 0 0 0
議員 0 0 0 0 0 0 0
その他の特別職 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

２一般職
（１）総括 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
(  145  )

112 188,547 403,815 321,105 913,467 167,231
(  144  )

112 187,225 403,815 317,733 908,773 166,949
(   1   )

0 1,322 0 3,372 4,694 282

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 14,475 7,560 182,368 3,396 25,445 8,871 8,390 70,480 120 0 321,105
補 正 前 14,475 7,560 182,260 3,396 22,181 8,871 8,390 70,480 120 0 317,733
比 較 0 0 108 0 3,264 0 0 0 0 0 3,372

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

給 与 費 明 細 書

区 分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備 考

補正前

43,460
64,587
29,986

138,033

補正後

43,460
64,587
29,986

138,033

比較

0
0
0
0

備 考

補正後
1,080,698

補正前
1,075,722

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計

比較
4,976

一般会計

―　14　―



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
(   3   )

112 0 403,815 301,137 704,952 134,655
(   3   )

112 0 403,815 297,873 701,688 134,655
（ 0 ）

0 0 0 3,264 3,264 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 14,475 7,560 162,400 3,396 25,445 8,871 8,390 70,480 120 0 301,137
補 正 前 14,475 7,560 162,400 3,396 22,181 8,871 8,390 70,480 120 0 297,873
比 較 0 0 0 0 3,264 0 0 0 0 0 3,264

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ 142 ）

0 188,547 0 19,968 208,515 32,576
（ 141 ）

0 187,225 0 19,860 207,085 32,294
（ 1 ）

0 1,322 0 108 1,430 282

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 19,968 19,968
補 正 前 19,860 19,860
比 較 0 0 108 0 0 0 0 0 0 0 108

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い

職員について外書きすること。
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給 与 費 明 細 書

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計 備 考

補正後
839,607

補正前
836,343

比較
3,264

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計 備 考

補正後
241,091

補正前
239,379

比較
1,712

一般会計



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額
給与改定の状況
平均改定率　　　　
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数

補正後 112
補正前 112
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
児童手当 0
退職手当組合負担金 0
管理職特別勤務手当 0
地域手当 0
扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 108
通勤手当 0
時間外勤務手当 3,264
住居手当 0
児童手当 0
退職手当組合負担金 0
管理職特別勤務手当 0
地域手当 0

一般会計

給
料

0

給与改定に伴う増減分 0

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

昇給昇格等に伴う増加分 0

その他の増減分 0
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職
員
手
当

3,372

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 3,372

低所得の子育て世帯生活支
援特別給付金事業及び新型
コロナウイルスワクチン接
種体制確保事業における、
時間外勤務手当等の増額



（３）給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）

区分 補正後 補正前
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 182,200 182,200

297,706 40.91 高校卒 154,900 154,900
297,706 40.80

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 13 13 ６級
５級 6 6 ５級
４級 26 26 ４級
３級 33 33 ３級
２級 26 26 ２級
１級 8 8 １級
計 112 112

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.225 2.225 4.45
2.225 2.225 4.45
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同
一般会計

課長・次長・局長・参事
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区分
行政職 労務職

補 正 後
補 正 前

区分
補正後 補正前

区分 行政職

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主事

0人
補 正 後
補 正 前

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

0%

区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

退職手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等


